
はじめに

１問題の所在

わが国おいて，２０００年に社会福祉法が制定さ

れて以降，地域福祉計画の策定が進められてい

る。厚生労働省の統計では，２００５年（平成１７

年）４月１日現在で，地域福祉計画を策定して

いる市区町村は１４０３（５８.３％）であり，地域福

祉支援計画を策定している都道府県は４２

（８９.４％）となっている（いずれも策定中・策定

予定を含む）。

この地域福祉計画の策定にあたっては，「住

民参加」が強調されている。社会福祉法には，

市町村地域福祉計画の策定にあたって「あらか

じめ，住民，社会福祉を目的とする事業を経営

する者その他社会福祉に関する活動を行う者の

意見を反映させるために必要な措置を講ずると

ともに，その内容を公表するものとする」（第

１０７条）とされており，「市町村地域福祉計画及

び都道府県地域福祉支援計画策定指針の在り方

について（一人ひとりの地域住民への訴え）」

においても，「地域福祉計画の最大の特徴は

『地域住民の参加がなければ策定できない』こ

とにある」とされていることからも，そのこと
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地域再生の脈絡において，公私多元的な利害関係者によるパートナーシップを枢軸としたローカル
ガバナンスの重要性が議論されている。わが国においても２０００年の社会福祉法制定以降，地域福祉計
画の策定が進められ，そこでは「住民参加」が強調されているように，ローカルガバナンスへの移行
が見られる。しかし，地域福祉計画のような行政計画の策定には権力の問題が伴うにもかかわらず，
住民間の権力バランスの問題には言及されてこなかった。社会的に排除されているコミュニティのエ
ンパワメントを行う政策がなければ，排除されるコミュニティはますます排除されてしまう。本稿で
は，英国において「近隣地域再生に関する新たな確約」（２００１年）が刊行されて以降，地域再生政策の
中でコミュニティ・エンパワメントに関する政策を導入していることから，英国のコミュニティ・エ
ンパワメントに関する政策を分析するとともに，英国の地域再生におけるパートナーシップ戦略の課
題を示している。
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が理解できる。

このように住民参加が強調される背景には，

地域（もしくは都市）が衰退する中で，労働を

中心とした人々の生活の基盤が崩れ，社会的排

除の問題が顕在化していることが挙げられる。

地域再生の中で住民参加を促すことによりソー

シャルインクルージョンを達成することの重要

性が強調されるようになっているのである。わ

が国の地域福祉の中核の理念にもソーシャルイ

ンクルージョンがあり，このソーシャルインク

ルージョンを達成するためにも，地域福祉計画

という公的な意思決定への住民参加は重要とさ

れる。

筆者は，過去の研究の中で，わが国の地域福

祉計画の策定にあたっては，民主的な意思決定

のために，ローカルガバナンスに基づいて公私

関係を見直す必要性があることを論じた（岩満

２００６）。すなわち，地方自治体をコミュニティ

のリーダーとし，市民社会の中核となるボラン

ターリー及びコミュニティ組織（Voluntary

andCommunityOrganization，以下VCO）を地

方自治体のパートナーとして位置づける必要が

あるのである。従って，パートナーシップ政策

を住民参加の視点から分析することが現在必要

となっている。

しかし，住民参加の視点からのパートナーシ

ップ政策にも課題は残る。すなわち，パートナ

ーシップには複数のアクターが参画するために

計画策定のような地域の意思決定には，権力関

係が伴うという問題を考慮しなければいけない

のである。この権力関係には，二つのものが存

在する。第一に，コミュニティ間の権力関係で

ある。地方自治体が一部のVCOとパートナー

シップを組むことにより，少数派のコミュニテ

ィは排除される可能性がある。第二に，地方自

治体とVCOセクター，すなわちセクター間の

権力関係である。このセクター間の権力関係が

不均衡な場合，パートナーシップを組むことに

より，VCOが行政に取り込まれてしまう危険

性がある。

そのため，少数派のコミュニティが市民社会

内部で対等に意思表明できるよう社会的地位を

高め，そしてVCOがセクターとして地方自治

体と対等になるような政策が必要である。本稿

では，このような政策をコミュニティ・エンパ

ワメント政策と呼ぶ。

ソーシャルインクルージョンを達成するため

には，地域の周辺部に追いやられてしまう少数

派を取り込むことが重要である。しかし，わが

国の地域福祉計画では，その意思決定におい

て，住民参加は強調されているものの，少数派

のコミュニティをエンパワメントすることに関

してはほとんど議論されておらず，住民間及び

セクター間の権力関係の不均衡を是正するよう

な政策は採られていない。権力関係のバランス

を図るような政策を行わなければ，排除される

コミュニティはますます排除されてしまうこと

になる。そのため，市民社会内部の権力関係を

是正し，市民社会内部の多様な組織をひとつの

セクターとしてまとめ上げ，そして地方自治体

と対等なセクターとなるよう公私の関係を見直

すことが必要である。そこで，このコミュニテ

ィ・エンパワメント政策が必要となるのであ

る。

本稿は，上述のわが国の地域福祉の住民参加

の課題を克服するために，コミュニティ・エン

パワメント政策の先進事例として英国のそれを

取り上げている。

英国の地域再生政策では，２００１年に「近隣地

域再生に対する新たな確約：国家戦略行動計画
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（A New Commitment to Neighbourhood

Renewal;NationalStrategyActionPlan）」（以

下，国家戦略行動計画）が刊行され，コミュニ

ティ参加のプログラムを確約している。そこで

は，コミュニティ活動の活性化や少規模コミュ

ニティのエンパワメント，そして，VCOセクタ

ーを独立したセクターとして確立させるための

組織間のネットワーク化を図るなど，コミュニ

ティ・エンパワメント政策が始められおり，ボ

トムアップのガバナンスを深化させる可能性が

あることが本稿で英国を取り上げる理由であ

る。

２先行研究の整理と本研究の目的

わが国の地域再生におけるローカルガバナン

スの必要性に関する研究は吉原（２００１）と山本

（２００５）のものがある。また，わが国のパート

ナーシップ政策に関する研究について，住民参

加の系譜の議論が欠けていることを指摘しても

のとして，白石（２００３）のそれがある。

続いて，英国の地域再生政策は，ローカルガ

バナンスの脈絡から注目されており，すでにわ

が国においても研究が行われている（山本

２００３，山本２００４，山本２００５）。それらの研究で

は，主に１９９０年代の地域再生政策に焦点が当て

られている。１９９０年代の地域再生政策に対する

主要な論点は，英国においても，わが国において

も，とりわけ統合再生予算（SingleRegeneration

Budget）に関して，上部組織（中央政府，ヨー

ロッパ連合）の圧力が強く，真のローカルガバ

ナンスの具現化には課題が残るというものであ

る（山 本２００４；４３，山 本２００５；３０１，Davies

2002;179,Mayo1997;10）。

地域再生政策では，少数派のコミュニティを

も含めたソーシャルインクルージョンが重要で

あるために，国家戦略行動計画に基づくコミュ

ニティ・エンパワメント政策は注目に値する。

しかし，これまで，英国の地域再生政策は，こ

のコミュニティ・エンパワメント政策の脈絡か

らは，十分には言及されてこなかった。

他方で，エンパワメントについては，わが国

においても社会福祉の領域で議論が進められて

きている。特に社会福祉援助技術的体系の中

で，利用者と専門職との関係から論じられてき

た（例，小松１９９５）。しかし，コミュニティに

対して，心理的，社会的，政治的にエンパワメ

ントすることが必要であり，このような同一の

利害をもつ人たちの集合体としてのコミュニテ

ィへのエンパワメントは，市民社会を通じて行

われる。貧困者のように弱い立場にある人たち

は，制度的，組織的に力を剥奪されてきたため

に弱い立場にあるのであるから，その力の源と

なる資源へのアクセス機会を得ることにより，

エンパワメントされる必要があり，それは政治

的プロセスである必要があるという指摘がこれ

までなされてきている（Friedmann1992＝1995，

栃本１９９６，Taylor2003）。その中でも，テイラ

ーのコミュニティ・エンパワメント理論は，体

系だった包括的なものであり，ローカルガバナ

ンスのためのコミュニティ・エンパワメントと

して有用であると考えられる。そこで，本稿で

は，主にこのテイラーのコミュニティ・エンパ

ワメントの理論に依拠しながら，このコミュニ

ティ・エンパワメント政策によるVCOセクタ

ーへの影響を分析し，英国のコミュニティ・エ

ンパワメント政策の到達点と課題を分析してい

くことを目的とする。

具体的には以下のとおり議論を進めたい。第

１章では，地域再生の脈絡において，エンパワ

メントの必要性を検討した上で，テイラーのコ
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ミュニティ・エンパワメントの理論を整理す

る。第２章では，英国のコミュニティ・エンパ

ワメント政策を取り上げ，分析を行い，その到

達点を見ていく。第３章では，英国の地域再生

戦略におけるコミュニティ・エンパワメント政

策の課題を，ローカルガバナンスの視点から分

析していくことにする。なお，本研究は，イン

グランドのディプライブド・エリア１）に焦点を

限定して論じていくこととする。

１．地域再生におけるコミュニティ・エンパワ

メントの必要性

ここでは，コミュニティ・エンパワメント政

策が必要とされる背景を整理したうえで，その

コミュニティ・エンパワメント政策の枠組みを

テイラーのコミュニティ・エンパワメントの理

論に依拠しながら，整理していく。

１．１ 英国の地域再生のコミュニティ・エン

パワメント政策が必要とされる背景

先進諸国のみならず，世界中において，地域

再生の脈絡の中で，地方自治体とVCOセクタ

ーとのパートナーシップは，その解決のための

前提条件とされるようになってきている。それ

は，従来型の地域開発のような経済開発を主と

したものではなく，労働を中心とした人々の生

活を基盤にすえた地域再生の脈絡の中で強調さ

れている。

パートナーシップが求められる背景には，二

つの要因がある。第一に，サービス供給に関す

ることであり，このサービス供給を国家から独

立セクターに転換させる試みが進んでいること

である。第二に，協議に関することであり，公

的セクターがVCOセクターとの協議を行うこ

とへの期待が高まっていることである（Taylor

2001;95）。

わが国のパートナーシップに関する議論は，

前者から展開されるものが多く，協議の観点か

ら，パートナーシップが論じられることはほと

んどない。その背景には，国家政策としての地

域福祉そのものが，国家の社会福祉の供給の削

減を目的としている社会福祉の市場化を補うも

のとして台頭している感が否めないからであ

る。さらに，安価なサービス提供者としての地

域住民としての意識が強く，地域福祉がウイッ

クド・イシュー２）を解決する政策とはなりえ

ていないからであると考えられる。

英国の１９９０年代以降の一連の地域再生に関す

る政策では，中央政府からの資金の供給には，

地域レベルのパートナーシップの形成が前提条

件とされている（例，統合再生予算）。しかし，

１９９８年の報告書「イギリスをひとつにまとめ

る：近隣地域再生のための国家戦略（Bringing

British Together: a national strategy for

neighbourhoodrenewal）」では，１９９０年代の地

域再生政策の結果においても，著しい地域間格

差が生まれていることを報告している。すなわ

ち，最も社会的に不利な地域の改善は見られな

かったどころか，いくつかのエリアにおいては

悪化しているのである。こうした中で，改め

て，２００１年に刊行された国家戦略行動計画にお

いて，真のパートナーシップに向けた新たな政

策を推し進めることになったのである。そのひ

とつがコミュニティをエンパワメントするため

の政策である。

１９９０年代の地域再生に関するパートナーシッ

プ政策において，VCOセクターは，確かに地域

の意思決定においてアウトサイダーからインサ

イダーへとその位置を大きく転換させた。しか
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し，VCOセクターが真に意思決定に参加する

ためには，改めてコミュニティ・エンパワメン

ト政策が必要となる。特に，黒人や少数民族，

貧困層などの少数派コミュニティは，地域の周

辺部に追いやられる可能性が高く，エンパワメ

ントが必要となる。このことが地域民主主義の

深化につながり，ソーシャルインクルージョン

を達成するために必要なのである。

１．２ コミュニティ・エンパワメントの理論

的枠組み

さて，エンパワメントに関して，いくつかの

議論がある。ハーシュマン（１９７０＝２００５）は衰

退している組織への対処行動として，「退出

（exit）」，「発言（voice）」，「忠誠（royalty）」を区

別している。１９８０年代のサッチャー政権を中心

とした新自由主義的改革の中では，人々への選

択の自由を重視し，「退出」するための権利を

与えることにより，個々人をエンパワメントし

ようと試みた。しかし，こうした議論には批判

もある。すなわち，退出できない人たちもしく

は退出できない領域が存在するからである。こ

のことについて，テイラーは，次のように述べ

ている。

「退出」は，市場において単純な生産に用いられ

る場合に確実であるが，製品やサービスが複雑に

なればなるほど，より複雑なものとなり，消費者

の退出する能力が市場における彼らのニーズや購

買能力により抑制されている場合には，なお複雑

となる。ソーシャルケアのような複雑な製品に対

する分析に対して用いる際に，容易に退出できな

い状況が多くあると理解することができる。

(Taylor2003;95)

このように退出できなくなることの理由とし

て次の５点が挙げられる。第一に，費用負担の

問題である。公共サービスの領域において，支

払う余裕のない人たちは，より良いサービスを

購入するための手段を持っておらず，しばし

ば，彼らは，費用面で利用可能な範囲のものし

か利用することができない。第二に，社会福祉

は，継続性が必要とされる製品であり，選択を

行う際の時間的要素が限られている。第三に，

公共サービスは複雑性が高いために，個々人は

単一の要素の基準によってのみ考えることがで

きない。すなわち，ひとつの点を改善すれば，

他方での既存の利点を失うかもしれないという

リスクがある。第四に，多くの人々は，危機的

な状況において，ケアや福祉の選択を行わなけ

ればならないために，合理的選択を行うための

能力に限界がある。第五に，市場それ自体が可

能な選択肢を作り出していることである。すな

わち，市場は情報をたくみに操り，そして，暮

らし向きの良い人たちのみに可能な選択肢に影

響を与えることができるのである。生活のいく

つかの側面における選択は，必然的に不公平で

ある（Taylor2003;95-97）。このような理由か

ら，ソーシャル・サービスにおいて，退出は困

難となるのである。

たとえ退出できたとしても，自分が退出した

場合の組織へ与える影響を考慮して，残留を決

める場合もある。それが，ハーシュマンの言う

ところの「忠誠」である（Hirschman1970＝

2005;105）。しかし，それは，退出が可能な場

合の選択肢であり，退出できない場合が存在し

うる。そのような領域においては，自分たちが

必要な公共サービスに関する意思決定におい

て，「発言」という選択肢が必要となる。しか

し，発言へのアクセスは，退出へのアクセスと
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同様に制限されている。すべてのコミュニティ

が平等に発言できるわけではなく，また，最も

発言が大きい人（theloudestvoice）が必ずし

も最大のニーズを持っているわけではない。よ

り大きな権力を持ったコミュニティは権力の弱

いコミュニティを犠牲にして利益を獲得する可

能性がある。ゆえに，弱い立場にある少数派の

コミュニティに発言権を持たせるようエンパワ

メントしていくことが求められるのである。ま

た，VCOセクターには，多様な組織が存在する

ために，多様な発言をひとつにまとめ，セクタ

ーとして確立することは困難である。そのた

め，VCOをセクターとして地域の意思決定に

参画させるようなエンパワメントが必要であ

る。

ここで，テイラーのコミュニティ・エンパワ

メントの樹木をもとに，ローカルガバナンスの

枠組みからのコミュニティ・エンパワメントを

整理しておきたい。彼女は，エンパワメントを

３段階のレベルに区分している（図１）。地域

の意思決定へ「発言」を行うこと，すなわちガ

バナンスへの参画は，第３レベル，すなわち最

も高いレベルのエンパワメントが必要である。

第３レベルの左側にある経済政策は，地域住民

の公共サービスを住民が担うという意味で重要

であるが，地域の意思決定の影響を与え，ソー

シャルインクルージョンを達成するためには，

活動や決定の影響の及ぶ地域の人たち，もしく

は資源を持っている全ての人たちの参画が必要

であるとされる。ゆえに，図の第３レベルの右

側の意思決定への参画というガバナンスに影響

を与えるようなエンパワメントが必要となって

くるのである。

この第３レベルのガバナンスを実行するため

には，もちろん，第１レベル及び第２レベルの

エンパワメントが保障されていなければならな

い。すなわち，ガバナンスに参画するために必

要な基本的権利が確立されている必要があるの

である。第１レベルは，彼らがこれらのイニシ

アチブに参画するために必要な自信と技術を得

る場合に必要な地域の設備，活動，教育活動で

あり，このレベルにおける参画は，第２レベル

により示される個々人及び集合的能力（もしく

は，ヒューマンキャピタル，ソーシャルキャピ

タル及び組織的キャピタル）を高める。それ

は，自分たちの将来に責任を持ち，独自のサー

ビスを運営し，独自の経済的起業を発展させ，

排除のない社会を確実に創出するために，三つ

のレベルを通じて，コミュニティのメンバーが

活動するための基盤をつくるのである。このテ

イラーのコミュニティ・エンパワメントのモデ

ルは，単にガバナンスへの参画を論じているだ

けではなく，その前提としてのコミュニティの

基本的権利をも含めた包括的なものとなってお

り，ローカルガバナンスからコミュニティ・エ

ンパワメントを分析する際のモデルとして有効

であると考えられる。ゆえに，本研究では，こ

の枠組みを使用しながら，英国のコミュニテ

ィ・エンパワメント政策を分析していきたい。

２．英国のコミュニティ・エンパワメント政策

前章では，コミュニティ・エンパワメント政

策の理論的枠組みを整理した。ここでは，英国

のコミュニティ・エンパワメント政策の政策的

脈絡，そして，その実行体制を理解した上で，

コミュニティ間の権力を是正する小規模補助金

とVCOをセクターとして確立させるためのコ

ミュニティ・エンパワメント・ネットワーク

（Community EmpowermentNetwork，以 下

立命館産業社会論集（第４３巻第１号）100



CEN）の二つの権力関係の是正を目指したコミ

ュニティ・エンパワメント政策を，上述のエン

パワメントの樹木に当てはめながら分析してい

く。

２．１ 国家政策の脈絡

ここでは，英国のエンパワメント・エンパワ

メント政策を理解するために，まずその背景と

なる英国の政策の脈絡を整理する。

現在，コミュニティ・エンパワメント政策

は，国家戦略行動計画の地域再生政策の中で強

調されている。英国の地域再生は，地域間格差

の是正に焦点が当てられているために，すべて

の地域を対象としたものではない。中央政府が

複合的ディプリベーション指数（Indexof

MultipleDeprivation）を用いて，ディプリベー
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ション指数の高い地域（ディプライブド・エリ

ア）を指定し，そこに重点的に資金配分を行う

ものである。

この国家戦略行動計画では，最終的な目標を

ディプライブド・エリアの受け入れがたい悪条

件に取り組むこととしている。本計画を推進す

るにあたって中心的役割を担う機関として，地

域戦略パートナーシップ（LocalStrategic

Partnerships，以下LSPs）がある。LSPsは，地

方自治体圏域の意思決定を行うために組織され

る独立機関であり，コミュニティ・プラン，近

隣地域再生計画，コンパクト，地域エリア協定

など地域の決定を行う機関である。その構成メ

ンバーは，地域により異なるが，地方自治体の

役人やカウンシルのメンバーなど行政関係者，

VCOセクターの代表者，商工会議所のような

企業の代表者，宗教組織や各地域のパートナー

シップ組織の代表者により構成される。この

LSPsは，１９９８年の地方自治法改正により地方

自治体にベストバリューを義務付ける中で，意

思決定における利害関係者との協議が義務化さ

れ，その協議を実行するために推奨されている

ものである。また，国家戦略行動計画の中で，

ディプライブド・エリアに指定されている地方

自治体にはLSPsの設置が義務付けられるよう

になっている。

他方で，国家戦略行動計画の中では，コミュ

ニティの多様なニーズを取り入れるために，コ

ミュニティ・エンパワメント政策に関する確約

が行われており，「コミュニティの効果的な参

加は，LSPsの活動の最も重要な側面のひとつ

であり，このことがなければ，失敗するであろ

う」とその重要性を強調している。また，本計

画の中では，既存の政策がコミュニティ，特に

少数派のコミュニティ・エンパワメント政策に

関する視点は欠けていたことを指摘している。

このコミュニティ・エンパワメント政策は，社

会的に不利な状況に陥っている近隣地域を再生

させるためには不可欠な要件であることが認識

されているのである。

２．２ 統合コミュニティ・プログラムの構造

ここでは，英国のコミュニティ・エンパワメ

ント政策である統合コミュニティ・プログラム

の構造を整理する。それは，次章において，ロ

ーカルガバナンスの視点からこのプログラムを

分析するために行うものである。なお，本節の

統合コミュニティ・プログラムの情報は，副首

相府の近隣地域再生対策局（Neighbourhood

RenewalUnit）が発行した「統合コミュニテ

ィ・プログラムの手引き（SingleCommunity

ProgrammeGuidance）」（２００３）に基づいてい

る。

このコミュニティ・エンパワメント政策は，

２００１年に開始されて以降，２００６年までに，１億

８２００万ポンドが投入されている。初年度は若干

少なめになっているが，２００２年以降は，４０００万

ポンド前後を支出している（図２）。

ここで取り上げる統合コミュニティ・プログ

ラムには，四つの目的がある。第一に，CENの

設置，維持である。CENについては，後に説明

する。第二に，コミュニティの学習を支援する

ことである。これは，住民が近隣地域再生に十

分に参画するために必要な技術や知識を獲得す

ることを目的としており，小規模の補助金や学

習戦略の開発を通じて行われる。第三に，コミ

ュニティが能動的で，豊かな資源を持てるよう

に発展を支援することである。これは，小規模

補助金を通じて行われ，セルフヘルプ活動やそ

の他のコミュニティ基盤型の活動を活性化させ
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るために行われる。第四に，近隣地域レベルの

パートナーシップへのコミュニティの参加を支

援することである。これは，近隣地域の再生を

推進していく中で，住民が中心的な役割を担え

るようにすることである。

上述したエンパワメントの樹木に当てはめて

みると，第一の目的がレベル３のガバナンスに

おけるエンパワメント，特にガバナンスにおけ

る対等なパートナーを目指しているものであ

り，第二の目的と第三の目的，第四の目的は，

レベル１及び２のエンパワメントを目指してい

ると考えられる。すなわち，コミュニティ間の

権力関係の是正と地方自治体とVCOとの権力

関係の是正の双方を目指しているといえる。

統合コミュニティ・プログラムの資金は，中

央政府が調達し，その配分の権限をリージョン

政府に委譲している。リージョン政府は，各地

域にプログラムの実施の法的及び財政的な責任

を持つ責任団体（ResponsibleBody）を任命し，

その団体に資金を配分する。この責任団体が地

域の資金受け皿となり，CENへの資金配分や

小規模団体への補助金の配分を行うのである

（図３）。以下では，それぞれのプログラムにつ

いてみていきたい。

２．３ 小規模補助金

ここでは，英国の統合コミュニティ・プログ

ラムの一つの柱となるプログラムである小規模

補助金をテイラーのエンパワメントの樹木に当

てはめながら，分析していく。

この補助金は，地域における小規模コミュニ

ティを対象とした補助金であり，小規模コミュ

ニティに資源へのアクセスを可能とすることに

より，コミュニティの発展を促そうとするもの

である。すなわち，これは冒頭で述べた二つの

権力関係のうちのコミュニティ間の権力関係の

是正を図っていると考えられ，エンパワメント

の樹木の中では，レベル１とレベル２のエンパ

ワメントを図っているものである。

英国では，１９９０年代以降，ソーシャル・サー

ビスの領域を中心に，地方自治体とVCOセク

ターの関係は，契約文化（contractualculture）
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が主流になり，公共サービスの契約を締結しや

すい大規模組織と全くそれらの契約に参加でき

ない小規模組織への二極化が起こった。このこ

とは，地方自治体とVCOセクターとのパート

ナーシップを主張するブレア政権下においても

継続・拡大している。そのため，コミュニティ

組織，とりわけ小規模コミュニティ組織は，ま

すます公的資金から排除されるようになってい

る。本プログラムが目的としていることは，こ

れまで公的資金にたどり着けなかった小規模コ

ミュニティにも公的資金獲得の道を開くことで

ある。

この小規模補助金は，２００４年までに，約

２５,０００団体に配分されており，その活動の内容

は，主に近隣地域再生の目標に関することとコ

ミュニティの結合を促すことに関連した事業が

多くを占めており（各３８％），双方を行う活動

も１４％ あ る（図 ４）（NationalAuditOffice

2004;4）。この補助金は，メンバーが５０人以下

であったり，有給職員がいなかったりするよう

な小規模団体に配分され，小規模コミュニティ

の地域再生への参画を高めようとしているので

ある。そのため，補助金の申請をスムーズに行

えるよう申請用紙や手続きの簡素化に努めてい

る。また，地域のニーズをよく理解した配分が

出来るよう地域のボランタリー組織にその配分

の権限を委譲することにより，より地域のニー

ズを理解した配分を可能としている。これらの

点については，約８割のコミュニティが概ね満

足していると回答している（NationalAudit

Office2004;29-30）。この小規模補助金のプロ

グラムにより，コミュニティ間の権力関係が是

正される方向に向かっていることが伺える。
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２．４ コミュニティ・エンパワメント・ネッ

トワークの資金

ここでは，英国の統合コミュニティ・プログ

ラムの一つの柱となるプログラムであるCEN

の資金をテイラーのコミュニティ・エンパワメ

ントの樹木に当てはめながら，分析していく。

CENは，地域再生における意思決定機関で

あるLSPsへのコミュニティの参画を促し，近

隣地域再生にVCOセクターの視点が取り入れ

られるよう活動する機関であり，この統合コミ

ュニティ・プログラムが主要な資金源となって

いる。また，このプログラムにおいては，CEN

は，VCOセクターの利害関係者を統合し，すべ

ての近隣地域再生におけるコミュニティ参加活

動全体にわたる確実な調和と指導を行うという

極めて重要な役割を持つとされている

（NeighbourhoodRenewalUnit2003;7）。この

CENは，冒頭で述べた二つの権力関係のうち

の地方自治体とVCOセクターというセクター

間の権力関係の是正を図っており，エンパワメ

ントの樹木の中では，レベル３のエンパワメン

ト，とりわけガバナンスにおける対等なパート

ナーの確立を図っているものである。

コミュニティの地域の意思決定への参画とい

うローカルガバナンスを考えた場合，このプロ

グラムにおいてコミュニティ・グループは，

CENを通じて，もしくは，直接的にLSPsに働

きかけることができる。その構造は図５のよう

になる。各コミュニティは，CENに参加し，お

互いのネットワークを広げ，LSPsへ自分たち

のニーズを伝えていく。CENは，LSPsへ代表

者を派遣しており，各地域における派遣数の平

均は７人である（NationalAuditOffice2004;

3６）。このように，CENにより，VCOセクター

をまとめ上げ，ひとつのセクターとして確立さ

せる方向に向かっている。

しかし，LSPsの理事会において，CENのメ

ンバーとその他のメンバーとの関係について

は，見解の相違が見られている。例えば，図６

のように，CENとその他のメンバーとの関係

が良いと回答する割合は，CENのメンバーに

おいて圧倒的に少なく，CENの見解を十分に
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もしくはまあまあ聞いていると考えている度合

いには大きなずれが見られており，CENの見

解を考慮に入れているかどうかについては，

CENのメンバーが満足している割合はかなり

低くなっている（NationalAuditOffice2004;

36-37）。このことから考えると，構造的には，

LSPsへの意思決定にCENの参画を促すものと

なっているが，実際のセクター間の権力関係か

ら考えると，若干の課題が残っていると考えら

れる。
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※ 上部がLSPs理事会のCENのメンバーの回答
※ 下部がその他のLSPs理事会のメンバーの回答

図６ LSPs理事会におけるCENのメンバーとその他のメンバーとの影響力の相違
典拠；NationalAuditOffice,2004,p37



３．英国のコミュニティ・エンパワメント政策

の到達点と課題

ここでは，上記で説明したコミュニティ・エ

ンパワメント政策について，テイラーのエンパ

ワメントの樹木と関連させながら分析した上

で，とりわけローカルガバナンスの視点からこ

のコミュニティ・エンパワメント政策の課題を

探っていきたい。

これまで見てきたように，英国の地域再生政

策は，コミュニティ間の権力関係，そして公私

のセクター間の権力関係の是正を図っており，

エンパワメントの樹木に示されているガバナン

スにおける対等なパートナーを目指し，下位レ

ベルのエンパワメントを含めた包括的なコミュ

ニティ・エンパワメント政策であるといえる。

このことは，ローカルガバナンスの具現化に向

かっているといえる。

とりわけ，英国のコミュニティ・エンパワメ

ント政策は，小規模団体に対する補助金により

住民間の権力関係，そして，CENの形成によ

り，地方自治体とVCOセクターとのセクター

間の関係といった二つの権力関係の是正に取り

組んでおり，ローカルガバナンスにおける対等

なパートナーを目指した政策であるといえる。

これらの政策を図１に立ち返ってみる。市民

社会内には多様な組織があるが，少数派のコミ

ュニティに対しては，レベル１を中心とした低

いレベルの基礎的なエンパワメントを行う。そ

れらの組織をも巻き込んで，CENを中心とし

たセクターとしてレベル３のガバナンスへの参

画を促そうとしているプログラムである。これ

は，「発言」を行うためのエンパワメントとい

う点から見ると，大きな評価ができると考えら

れる。

他方で，地方自治体とVCOセクターという

公私関係を考える場合，実際のCENのLSPsへ

の代表者は，上述したとおり，LSPsにおける政

策意思決定へ満足いくような影響力を与えるこ

とができていないと感じており，地域の意思決

定における対等なパートナーとなること，すな

わちガバナンスには課題が残っていることにな

る。

ここでこのガバナンスの問題について考察し

ていきたい。まず英国のコミュニティ・エンパ

ワメント政策である統合コミュニティ・プログ

ラムに関する財源は適切な規模であるのであろ

うか。この件について，英国の地域再生政策に

ついて著名なテイラー教授にインタビュー３）

したところ，その資金は圧倒的に不足している

という見解であった。コミュニティ参加プログ

ラムから統合コミュニティ・プログラムに移行

した際に若干の財政の縮小があり，今後も中央

政府の資金は削減傾向にあるという。例えば，

同じく国家戦略行動計画で確約されている近隣

地域再生資金は１８億７５００万ポンド（２００１-２００５

年）が投入されており，本プログラムが１億

８２００万ポンド（同年度）とはかなりの隔たりが

ある。

次に，権力関係の是正という点から考えてみ

たい。そもそも権力はどのような方法により対

等となるのであろうか。権力とは，ゼロサム的

なもの，すなわち有限のものであり，他者をエ

ンパワメントするためには，権力の保有者が権

力を譲り渡さなければならない。英国の統合コ

ミュニティ・プログラムにおいては，資金の流

れを見た場合，中央政府からリージョン政府を

通じて，直接責任団体に渡っている。これによ

り，確かにコミュニティは能力を高めている
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が，地方自治体からVCOセクターへ権力を委

譲したことにはならない。

また，英国の地域再生では，地域におけるジ

ョインド・アップ（Joinedituplocally）を強調

しており，ローカルガバナンスの視点から，こ

の点は重要である。これは，地域のリーダーと

なる地方自治体に公的な資源を統合させようと

する考え方である。統合コミュニティ・プログ

ラムの資金は，地方自治体を迂回して，コミュ

ニティに渡っているのである。この点は，ロー

カルガバナンスに基づいて公私関係を再編する

際の課題となる点である。

ローカルガバナンスにおいては，地域の意思

決定の主体は地方自治体であり，VCOセクタ

ーは，この地方自治体との権力関係が問われて

いる。冒頭で論じたように，VCOセクターは

地方自治体のパートナーであることが望まれて

いる。そのためには，地方自治体は，パートナ

ーシップ政策に伴うセクター間の権力関係の課

題を乗り越えるためにも，地方自治体とVCO

セクターの権力関係の再構築に焦点を当てなけ

ればならず，地方自治体がVCOセクターに権

力を委譲していくためのコミュニティ・エンパ

ワメント政策が必要である。統合コミュニテ

ィ・プログラムは，中央政府からVCOに直接

資金を供給し，VCOのエンパワメントを促し

ているが，公私関係の再構築には焦点が当てら

れていないのである。必要とされるべき点は，

地方自治体からコミュニティを基盤とした近隣

地域へ意思決定の権限を委譲し，コミュニティ

のエンパワメントを図っていくことである。す

なわち，地方自治体は市民参加のチャンネルを

開き，VCOが「発言」を可能とするようなエン

パワメントが必要なのである。それ以外の方法

でのVCOのエンパワメントは，VCOセクター

の発展にはつながるが，地方自治体との関係を

見直すことにはならないのである。

英国においては，２０００年に地方自治法が改正

され，地方自治体が「自分たちのエリアの経

済，社会及び環境上の福祉を推進する」義務を

新しく持つようになり，地方自治体は地域のリ

ーダーとして明確に位置づけられるようになっ

た。そして，地方自治体が単独で担ってきた伝

統的な公共政策立案から利害関係者との協議の

重要性が地方自治法の中に明記されるようにな

り，ローカルガバナンスへ向かった動きになっ

ている。

しかしながら，英国においては，地方自治体

の自治が少なく，中央集権的な国家であること

はしばしば論じられるところである。地域再生

の脈絡においても，地方自治体を中心としたロ

ーカルなレベルでのガバナンスを重視している

にもかかわらず，その財源に関しては，国家に

よる統制が強いことは，英国においても，わが

国においても，論じられていることは本稿の冒

頭で記した。統合コミュニティ・プログラム

も，地方自治体を迂回し，中央政府からリージ

ョン政府を通じて，直接コミュニティに資金が

渡っているという点を考えると，中央政府が財

政のコントロールを地方自治体に委譲しておら

ず，VCOにおける業績達成も中央政府がコン

トロールしようとしていると考えられる。

すなわち，英国においては，地域の意思決定

の中心となる地方自治体への財源を伴った権限

の委譲，そして，その権限をえた地方自治体か

ら市民社会への権限の委譲を行うようなコミュ

ニティ・エンパワメント政策が必要であるため

に，真のローカルガバナンスのためのコミュニ

ティ・エンパワメントという点では課題が残る

ものとなっている。

立命館産業社会論集（第４３巻第１号）108



おわりに

本稿では，地域再生の脈絡において，ローカ

ルガバナンスを具現化し，地域の民主主義を深

化させるためには，コミュニティ・エンパワメ

ント政策が必要であるという観点から，テイラ

ーによるコミュニティ・エンパワメントの理論

の枠組みを用いながら，英国の地域再生政策の

到達点を，そしてローカルガバナンスに基づく

公私関係という点からその課題を分析してき

た。

本稿の結論としては，英国の統合コミュニテ

ィ・プログラムでは，小規模補助金によりコミ

ュニティ間の権力関係の是正を図っているこ

と，そして，CENの形成により，VCOセクター

を独立したセクターとして確立させる方向へ向

かっており，テイラーによるコミュニティ・エ

ンパワメントの理論に当てはめると，包括的な

コミュニティ・エンパワメント政策であること

の成果があるが，他方で，その意思決定への参

画はCENの代表者にとっては満足のいくもの

にはなっていないという課題があるという概観

を整理した。その上で，統合コミュニティ・プ

ログラムは，公私関係の視点からは，地域のリ

ーダーとなる地方自治体からVCOセクターへ

権限を委譲される仕組みになっていないことを

明らかにした。

英国の地域再生政策における統合コミュニテ

ィ・プログラムは権限の委譲という観点からは

課題が残るものの，地域再生の脈絡において，

コミュニティ・エンパワメント政策を採ってい

る事例は他になく，また地域再生という脈絡で

は長期的な取り組みが必要であるという点か

ら，今後の経過を注視していきたい。
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注
１） 本稿におけるディプライブド・エリアとは，

国家戦略行動計画の中で，中央政府が策定する
複 合 デ ィ プ リ ベ ー シ ョ ン 指 数（Indexof
MultipleDeprivation）に基づいて指定された８８
の地方自治体を指している。

２） 「ウイックド・イシュー」という用語は，地
域再生，社会的不利及び社会的排除，犯罪とコ
ミュニティの安全，持続可能な開発と環境問題
のような単一の問題に対して，相互作用があ
り，一貫して処理することができない政策問題
に対して利用され，「多面的であること」，「一
つのレベルの政府では解決できないこと」，「地
域レベルの多くの機関や組織が，問題の一定の
側面に取り組むよう，活動の中に関与するこ
と」，「既存の組織による部局構造の中では容易
には合致しないこと」「長期にわたる介入が必
要であること」を特徴とする問題である。「ウ
イックド・イシュー」は，「クロスカッティン
グ・イシュー（cross-cuttingissue）」と呼ばれ
ることもある（LeachandPercy-Smith2001;
186-187）。

３） 本インタビューは，２００６年９月１日の１４時か
ら１６時の間に，ブリストルにある西イングラン
ド大学において，テイラー教授に行ったもので
ある。

参考文献
Davies,JonathanS,2002,Regenerationpartnerships

under New Labour:a case of creeping

centralization,Caroline Glendinning et al,

PARTNERSHIPS,NEW LABOURAND THE

GOVERNANCEOFWELFARE,PolicyPress,

pp167-198

Friedmann,John,1992,Empowerment;The

PoliticsofAlternativeDevelopment’,Blackwell

Publishers（斉藤千宏・雨森孝悦監訳，１９９５，

英国地域再生のコミュニティ・エンパワメント政策の意義と課題（岩満賢次） 109



『市民・政府・NGO「力の剥奪」からエンパワ
メントへ』，新評論）

Hirschman,AlbertO.,1970,Exit,Voice,and

Loyalty, Response to Decline in Firms,

Organizations,andStates,HarvardUniversity

Press（矢野修一訳，２００５，「離脱・発言・忠誠
─企業・組織・国家における衰退への反応─」，
ミネルヴァ書房）

岩満賢次，２００６，「地域福祉計画へのローカルガバ
ナンス導入の有用性に関する研究」，『日本ボラ
ンティア学会学会誌』，２００４・２００５年度合併号，
１１８-１３６頁

小松源助，１９９５，「ソーシャルワーク実践における
エンパワメント・アプローチの動向と課題」，
ソーシャルワーク研究，２１巻２号，４-９頁

厚生労働省，２００５，「全国の市町村地域福祉計画及
び都道府県地域福祉支援計画等の策定状況につ
いて（平成１７年４月１日現在の状況調査結果）」
（http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/syakai/
c-fukushi/kekka0504.html）２００７年１月６日閲覧

Leach,RobertandPercy-Smith,Janie,2001,Local

GovernanceinBritain,Macmillan,Palagrave

Mayo,Marjorie,1997,Partnershipsforregeneration

andcommunitydevelopment;someopportunities,

challenges and constraints,CriticalSocial

Policy,17(3),pp3-26

NationalAuditOffice,2004,GettingCitizensInvolved;

Community Participation in Neighbourhood

Renewal

NeighbourhoodRenewalUnit,2003,SingleCommunity

ProgrammeGuidance

白石克孝，２００３，「パートナーシップと住民参加」，
室井力編『住民参加のシステム改革 自治と民
主主義のリニューアル』，９６-１１４頁

SocialExclusion Unit,1998,Bringing British

together:anationalstrategyforneighbourhood

renewal

SocialExclusionUnit,2001,NewCommitmentto

Neighbourhood Renewal;NationalStrategy

ActionPlan

Taylor,Marilyn,2001,Partnership:Insidersand

Outsiders,MargaretHarris&ColinRochester,

VoluntaryOrganisationsandSocialPolicyin

Britain,Palgrave,pp94-107

Taylor, Marilyn, 2003, Public Policy in the

Community,Palgrave

栃本一三郎，１９９５，「市民参加と社会福祉行政─シ
チズンシップをどう確保するのか─」，社会保
障研究所編，『社会福祉における市民参加』，東
京大学出版会，６３-１００頁

山本隆，２００３，『イギリスの福祉行財政 政府間関
係の視点』，法律文化社

山本隆，２００４，「イギリスの地域福祉と計画─費用
負担の視点から─」，『立命館大学産業社会論
集』，４０巻１号，２７-４６頁

山本隆，２００５，「地域福祉とローカルガバナンス─
公共圏を担う福祉アクターの交流」，山口定ら
編著『現代国家と市民社会─２１世紀の公共性を
求めて─』，ミネルヴァ書房，２８３-３１２頁

吉原直樹，２００２，『都市とモダニティの理論』，東京
大学出版会

立命館産業社会論集（第４３巻第１号）110



英国地域再生のコミュニティ・エンパワメント政策の意義と課題（岩満賢次） 111

Abstract:Inthecontextofregeneration,thereisdiscussionabouttheimportanceoflocal

governanceinwhichpartnershipcomposedofvariousstakeholdersisakeyelement.InJapan,

somelocalgovernmentshavemadecommunitywelfareplanssincethesocialwelfarelawwas

revisedin2000,inwhichcommunityinvolvementwasemphasized.However,althoughdecision-

makingsuchasthedevelopmentofcommunitywelfareplansinvolvessomeproblemsconcerning

powerbalance,ithasnotbeensufficientlydiscussedyet.Unlessactionistakentoaddressthe

imbalanceofpower,themarginalizedarefurtherexcluded.Inthispaper,Ihaveattemptedto

analyzepolicyconcerningcommunityempowermentinrelationtoneighborhoodrenewalin

Englandandsearchedforsomechallengeaboutpartnershippolicyonneighborhoodrenewalin

Englandasthecentralgovernmenthavepublished‘A New CommitmenttoNeighbourhood

Renewal;NationalStrategy Action Plan’in which they have committed to community

empowerment.

Keywords:regeneration,localgovernance,partnership,powerbalance,communityempowerment
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